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第11章 ライフサイクルコスト(LCC)とその縮減効果の算出
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１．対象
２．団地別・住棟別状況の把握
３．団地別・住棟別の事業手法の選定

第 ４章 第長寿命化計画の対象と事業手法の選定
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４．計画期間

１．市営住宅を取り巻く状況
２．市営住宅の状況
３．入居者状況
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１．市営住宅のあり方に関する基本方針

２．長寿命化計画に関する基本方針

第 １章 計画の背景・目的

第 ２章 市営住宅の状況

第 ３章 本計画に関する基本方針

第 ５章 点検実施の方針

第 ６章 計画修繕の実施方針

第 ７章 改善事業の実施方針

第 ９章 用途廃止の実施方針

第10章 長寿命化のための事業実施予定一覧

熊本市市営住宅長寿命化計画素案の構成
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第12章 資料編

１．市営住宅一覧
２．１～３次判定
３．2055(令和37)年までの長期的な事業手法

［公営住宅位置図 ］
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耐用年限到達時期と戸数 耐用年限到達戸数の累計

市営住宅等長寿命化計画 長期目標年

公共施設等総合管理計画 計画期間

市営住宅等長寿命化計画 計画期間

2033年 2055年

熊本市市営住宅長寿命化計画 ー素案ー

(1)目的

熊本市では、昭和時代に供給した住宅が約5割を占め、
これらの住宅の建物や設備の老朽化、バリアフリー未対応
の住宅が多く存在している。
一方で、住宅セーフティネット制度の促進のため、公的、
民間を含めた賃貸住宅の重層的な住宅セーフティネットの
構築が求められている。
本計画では、市営住宅の「将来的な需要見通し」を踏ま
えた管理戸数の適正化と長寿命化によるライフサイクルコス
トの縮減を目指すものである。

(2)計画の位置付け

8年間

2024年度（令和6年度）～2031年度（令和13年度）

熊本市総合計画と同時期とする。

「熊本市総合計画」及び「熊本市住生活基本計画」を踏まえた計画とする。

なお、公営住宅長寿命化策定指針(国土交通省)に則し改定する。

第2章 市営住宅の状況

人口は、2020年の73.8万人をピークに、減少傾向に転じる見込み
であり、また、世帯数は2023年で33万9千世帯であるが、2055年に
は、31万9千世帯と推計している。

【熊本市の人口・世帯数】

第1章 計画の背景・目的

(3)計画期間

熊本市総合計画

熊本市住生活
基本計画

・熊本市公共施設等

総合管理計画
・都市マスタープラン
・立地適正化計画
・地域福祉計画
・はつらつプラン
・障がい者生活プラン
・まちづくりビジョン
・環境総合計画
・空家等対策計画

等

住生活基本計画
（全国計画）

熊本県住宅
マスタープラン

・住宅確保用配慮者向
賃貸住宅供給促進計画
・高齢者居住安定確保計画

・市営住宅長寿命化計画
等

【市営住宅】
・管理戸数 133団地 13,226戸（R5.4.1時点）
・60代以上の入居者率 51.3％
・入居世帯平均人数 1.83人/世帯（※単身世帯が最も多い ）

・2040年頃から耐用年限に到達する団地が急増する。

耐用年限
到達戸数
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熊本市市営住宅長寿命化計画 ー素案ー

【市営住宅の需要の見通しに基づく将来ストックの推計】

市営住宅は、住宅セーフティネットの構成に
おいて、重要な役割を担っているが、全ての住
宅確保要配慮者用の住まいを市営住宅のみ
で確保する訳ではない。
将来の「住宅の確保に困窮する世帯」数を
推計し、市営住宅の需要に反映させる。

66,137 67,152 67,184 66,489 65,701 64,914 65,729 65,645

27,292 25,560 24,070 22,668 21,454 20,391 20,307 19,794

16,684 14,938 13,664 12,593 11,708 10,961 10,710 10,283
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公営住宅の入居資格世帯数 著しい困窮年収水準未満の世帯数 住宅の確保に困窮する世帯

【住宅の確保に困窮する世帯の算出手順】

【ステップ１】
熊本市における借家世帯の推計

【ステップ２】
公営住宅の入居資格世帯の推計

【ステップ３】
著しい困窮年収未満の世帯数の推計

【ステップ1】
熊本市における借家世帯

【ステップ2】
市営住宅の入居資格世帯

【ステップ3】
年収が公営住宅収入
基準第1・2階層程度
以下世帯

適
度
な
広
さ
の
賃
貸
住
宅

住宅の確保に困窮する世帯

面積

年収

【ステップ４】
住宅の確保に困窮する世帯の推計

ステップ３のうち、適度な広さの賃貸住宅に入居が困難な世帯を算出

熊本市における借家世帯の数を算出

ステップ１のうち、市営住宅の入居資格世帯を算出

ステップ２のうち、下表の年収以下の世帯を算出

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯 6人世帯

年収（概算） 150～160万円 180～200万円 220～300万円 300～500万円 340～500万円 400～590万円

適度な広さの賃貸住宅 40㎡ 55㎡ 75㎡ 95㎡ 115㎡ 135㎡

住宅の確保に
困窮する世帯
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熊本市市営住宅長寿命化計画 ー素案ー

「住宅の確保に困窮する世帯」に対応する住宅として、公営住宅、民間賃貸住宅の戸数を推計し、住宅の確保に困窮する世帯数と比較する。

◆市営住宅 後述、第4章の「事業手法の選定フロー」に基づき算出

◆県営住宅 熊本県住宅マスタープランのとおり、耐用年限まで有効に活用された後に用途廃止するとして仮定

◆民間賃貸住宅 新耐震基準 かつ 住宅扶助費相当の家賃の住宅を抽出・推計

【住宅の確保に困窮する世帯に対応する住宅】

4

第３章 基本方針

【1．市営住宅の適正管理戸数に関する方針】
・令和37年度（2055年度）までの「住宅の確保に困窮する世帯数」を踏まえて、市営住宅の将来の適正な管理戸数を設定したうえで、計画期間
内の適正戸数を目指す。

【2．既存市営住宅の状況把握・データ管理に関する方針】
・日常点検及び定期点検を確実に実施し、データ管理を行い、次回以降の点検、修繕に活用する。

【3．改善事業の実施に関する方針】
・改善事業を実施し住宅性能の向上させ、長寿命化及びライフサイクルコストの縮減を図る。
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熊本市市営住宅長寿命化計画 ー素案ー

第４章 長寿命化の対象と事業手法の選定

【対象】
本市が所管する市営住宅及びこれらに併設する集会所等の共同施設。 133団地 13,226戸 令和5年4月1日時点

敷
地
及
び
建
物
の
評
価
に
基
づ
く

ふ
る
い
分
け

（
各
団
地
を
機
械
的
に
判
定
）

１
次
判
定

団
地
の
方
向
性
の
仮
設
定

（
各
団
地
を
機
械
的
に
判
定
）

２
次
判
定
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次
判
定

・将来の持続可能なまちづくり
⇒安定した生活サービスを享受できる居住誘導区域への集約

・地域単位の視点

⇒地域コミュニティに配慮し、地域バランスの取れた整備

入居者の意向に寄り添いながら居住誘導区域内の市営住宅へ集約を促して
いく。

敷地の評価

・ 需要 ：市営住宅空家率

・ 敷地の広さ ：将来活用可能性

・立地 ：生活利便施設の有無や

災害ハザード状況

建物の評価

躯体の安全性・居住性の評価

・非難経路、防火区画の確保

・バリアフリー性の確保

・風呂設備の有無 etc

用途廃止
又は維持 建替 維持又は

建替 維持

2055年までに耐用年限を迎える

⇒ 用途廃止

2055年までに耐用年限を迎えない

⇒ 維持

維持の方が安い

⇒ 維持

建替の方が安い

⇒ 建替

用途廃止 建替 維持

計画期間最終年度（2031年）時点での
適正管理戸数 約12,756戸

（2055年度時点での適正管理戸数 市営住宅 8,934戸）

多
角
的
な
視
点
か
ら
判
定

（
各
団
地
を
総
合
的
に
判
定
）

【事業手法の選定フロー】
公営住宅長寿命化計画策定指針に則し、1～3次判定を検討する。

【住宅の再配置イメージ】

【総合的判断】
今回の事業手法の選定により、各住宅の老朽化やバリアフリーの状

況等を考慮し、概ね昭和60年以前に供給された市営住宅は、耐用
年限までの活用を目標とした適切な維持管理を行いながら、中長期
的には安定した生活サービスを享受できる居住誘導区域への集約化
を進めることとする。
一方、耐用年限に達し用途廃止を迎える市営住宅については、地

域コミュニティの維持を図るため、県営住宅との連携や大規模団地等
の検討を並行して団地毎の個別計画のなかで検討を進めていく。

5
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熊本市市営住宅長寿命化計画 ー素案ー

第５章 点検の実施方針 （基本方針２関連）

・法定点検については、引き続き法令に基づく適切な点検を実施する。
・法定点検の対象外の住棟においては、建築基準法第12条の規定に準じて法定点検と同様の点検（あわせて「定期点検」とする）を実施する。
・定期点検の結果は、それぞれデータベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の点検に役立てることとする。

第６章 計画修繕の実施方針 （基本方針２関連）

【居住性向上型】 風呂設備設置、電気容量の向上 等
【福祉対応型】 手すり設置、浴室改修 等
【安全性確保型】 外壁改修、エレベーター改修 等
【長寿命化型】 外壁・屋上防水改修、給水管の耐久性向上 等
【脱炭素社会対応型】 外灯LED化 等

第７章 改善事業の実施方針 （基本方針３関連）

1．耐用年限が短い住棟は、事後保全措置で対応
2．事業間隔が近い場合は、実施時期を調整
3．点結果等を基に、住棟毎の将来管理方針は適宜見直す
4．安全性に関わる事業(防水、外壁、ライフライン改修等)は最優先
5．各種事業を同時期にまとめ、入居者への影響を考慮
6．修繕時期の分散化、予算の平準化を図る

第８章 建替事業の実施方針 （基本方針１関連）

1．建替は、居住誘導区域内の災害ハザード区域以外における「統合・集約建替」を基本とする。
2．地域ニーズに応じた医療・福祉施設や生活支援施設等の導入を検討する。
3．従前入居者の需要、少子高齢化に対応した適正な管理戸数及び住戸の型別供給を行う。
4．PPP、PFI手法の積極的な導入検討を行う。
5．ZEHや高効率省エネ設備の導入等を行う。
6．集約に伴う余剰地は、売却、まちづくりに活用するなど、有効な処分を検討する。

第９章 用途廃止の実施方針 （基本方針１関連）

1．原則、耐用年限の5年前より用途廃止を検討する。
2．適切な時期に募集停止を開始し、政策空家、早期の用途廃止を想定する。
3．入居者、地元自治会等には、早期に情報提供を行い、丁寧に対応する。
4．入居者の意向等を踏まえた移転支援を行う。

第10章 長寿命化のための事業予定一覧

※国様式の一覧に付き、割愛致します。
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※割愛致します。
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熊本市市営住宅長寿命化計画 ー素案ー

第11章 ライフサイクルコスト(LCC)とその縮減効果の算出

【LCC算出の基本的な考え方】

LCC ＝ 建設費 ＋ 改善費 ＋ 修繕費 ＋ 除却費 〔単位：円/棟・年〕
●建設費：当該住棟の建設時点に投入した建設工事費
●改善費：想定管理期間における改善工事費から修繕費相当額を控除した額
●修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額
●除却費：管理期間後の除却工事費の見込み額

【LCCの縮減効果の算出の基本的な考え方】 【LCC算出結果】
建替事業のLCC算出結果

対象団地 戸数
管理
期間

構造
住棟
タイプ

LCC算出結果

高平団地 150戸 70年 耐火
中層

片廊下型
約4,072万円/年

改善事業のLCC算出結果
長寿命化改善事業対象住棟のLCC縮減効果の算出
結果は、全てプラスであり、縮減効果ありと判断する。
※結果一覧は割愛致します。

算出の条件設定
・LCC算定プログラム（国土交通省）により算出
・原則、管理期間は70年とし、長寿命化改善は、築後
50年に1回実施
・既に築50年経過している住棟は、5年後に長寿命化
改善を行うと仮定し、その後、10年管理するとして計算
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